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「バスのない世界を，考えてみてください」 

これは，日本バス協会が新聞に掲出した衝撃的な広告の見出しで

す。そこには，昨年来続く新型コロナウイルス感染症拡大の影響に

より人々の移動が制約され，バス業界が危機的な状況にあること，

そしてバスがなくなれば地域の未来はないことが訴えられていま

した。 

私たち交通局も例外ではなく，現在，市バス・地下鉄両事業は，

お客様数の減に伴う収入減により未曽有の経営危機に陥ってお

り，このまま何らの経営改善の手立てを講じなければ，事業の存

続が危ぶまれる状況にあります。 

市バス・地下鉄が，京都のまちからなくなってしまったら，一体

どうなるでしょうか。 

市バス・地下鉄は，京都市の多様な都市活動を支える，いわば血

液のようなものであり，これ無しには，まさに「生きた都市活動」

は成り立たず，京都の経済は止まってしまいます。同時に，市バ

ス・地下鉄の経営が立ち行かなくなれば，通勤・通学・買物・通院

など，あらゆる場面において大変な御不便をお掛けすることにな

ります。それだけは，何としても避けなければなりません。 

現在，将来にわたる事業継続に向け，有識者から様々な御意見を

頂戴するとともに，市民・御利用者の皆様からの意見募集も行っ

たうえで，「京都市交通局市バス・地下鉄事業経営ビジョン【改訂

版】」を取りまとめているところであり，安定経営への道筋をしっ

かりとお示ししてまいります。 

今日も，明日も，そして１００年後も元気に走り続けられるよ

う，あらゆる手立てを講じ，何としてでも市バス・地下鉄を守り抜

いてまいる覚悟であります。その中で，皆様には御負担をお掛け

することもあるかと存じますが，どうか私たちと手を携えて，市

民の大切な財産である市バス・地下鉄を共に守っていただきます

よう，お願い申し上げます。 

京都市公営企業管理者 

交通局長 山本 耕治 

 

今日も明日も走り続けるために 
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交通局では，市民の皆様をはじめ，市バス・地下鉄を御利用いただく 

お客様に，経営状況の見える化を図り，市バス・地下鉄事業の現状を 

分かりやすくお伝えすることを目的として，「京都市交通局経営レポート」

を作成しております。 

今年度の経営レポートでは，新型コロナウイルス感染症（以下「コロナ」

という。）の影響により，市バス・地下鉄両事業が極めて厳しい経営状況

に直面し，今後，市民・御利用者の皆様の御理解，御協力を賜りながら，

経営改善に全力を傾注していく必要がある中，経営の現状の御紹介のみに

留まらず，この間交通局が取り組んできた数次にわたる経営健全化の取組

やその成果等についてもお示ししております。 
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市バス・地下鉄の経営健全化を着実に推進 

⚫  市バス・地下鉄の厳しい経営状況を改善するため，これまで，数次

にわたる経営健全化に取り組み，人件費・経費を大幅に削減するとと

もに，増収・増客に努めてきました。 

⚫  経営状況は一定改善してきましたが，平成２０年度決算において，

市バス・地下鉄ともに新たに施行された「地方公共団体の財政の健全

化に関する法律」に定める経営健全化基準を上回ったため経営健全化

団体に該当することとなり，議会の議決を得て平成２２年３月に経営

健全化計画を策定しました。同計画に基づき，市民の皆様の御理解と

御協力の下，全庁を挙げて健全化の取組を着実に推進しました。 

⚫  その結果，市バスは，他都市の多くが一般会計から運営補助を受け

る中，一般会計からの任意の財政支援に頼らない自立経営を堅持する

とともに，計画より３年前倒しの平成２４年度決算をもって経営健全

化団体から脱却しました。 

⚫  地下鉄は，絵空事といわれた経営健全化計画に掲げた目標「１日５

万人増客」を計画より２年前倒しの平成２８年度に実現するととも

に，予定していた運賃改定を回避したうえで，計画より１年前倒しの

平成２９年度決算をもって経営健全化団体から脱却しました。また，

平成１８年度には１日当たり４,６００万円もの赤字でしたが，令和元

年度には１日当たり６００万円の黒字となりました。 

⚫  平成３１年３月には，市バス・地下鉄の今後の経営環境や課題を踏

まえ，令和元年度から１０年間の市バス・地下鉄事業の経営の基本的

な方針や具体的取組，財政計画等を取りまとめた「京都市交通局市バ

ス・地下鉄事業経営ビジョン」（以下「経営ビジョン」という。）を策

定しました。 



 

02 経営状況│令和元年度以前 

これまでの経営健全化の主な取組等 
 

市バス（令和元年度以前） 

⚫  新給料表の導入によるバス運転士の給与引下げ 

バス運転士平均給与 平成１１年度 ９,２６０千円 

→ 令和元年度 ５,６５８千円（▲３８.９％） 

⚫  交通局独自の給与カット 

平成１２年～平成２３年度に最大７％の給与カット等 

⚫  市バス運行業務等の民間委託（管理の受委託）の推進 

平成１２年に全国公営バスで初めて実施し，平成１９年に事業規模の２分

の１まで委託化。平成１２年以降平均約▲１３億円/年の経費削減 

⚫  平成２０年度決算において経営健全化団体に転落。平成２２年３月に，平

成２７年度までを計画期間とする「京都市自動車運送事業経営健全化計画」

を議会の議決を得て策定 

⚫  バス車両耐用年数の大幅な見直し（更新年数１４年→１８年）  

⚫  全庁を挙げてのお客様増加策の実施 

  平成２５年度までに１日当たり３２０千人を目標とし，１年前倒しの平成

２４年度に達成。平成２１年度から平成２９年度の間で１日当たり５７千人

増客（３６８千人） 

⚫  自動車整備業務の民間委託化（平成２１～２７年度で４０人削減） 

⚫  任意補助金の見直し 

民営並みコストで運営してもなお生じる赤字に対して一般会計から財政支

援を受けていた市バス購入費に対する補助金を平成２４年度に，生活支援路

線補助金を平成２６年度にそれぞれ経営努力により削減し，地下鉄事業の支

援財源として活用 

⚫  平成２４年度決算をもって，計画より３年前倒しで経営健全化団体から脱却 

⚫  運賃改定 

  消費税引上げによる改定を除き，平成８年以降２５年間運賃を据置き 

⚫  平成３１年３月に，令和元年度から１０年間の経営の基本的な方針や具体的

取組，財政計画等について取りまとめた「経営ビジョン」を策定 
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走行キロ数の推移（指数：主な公営バス事業者６都市との比較） 

 この間，他の公営バス事業者が走行キロ数を減らしている状況の中，本市は

走行距離を伸ばし，利便性の向上を図ってまいりました。 

 

（指数） 

 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 

京都 100 100 104 106 107 108 108 108 

名古屋 100 100 100 101 101 101 101 101 

川崎 100 101 103 102 101 102 102 100 

横浜 100 98 97 97 96 96 95 95 

東京 100 99 99 98 98 97 95 94 

神戸 100 97 95 95 94 92 92 93 

仙台 100 100 102 100 94 93 91 91 
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出典：令和２年度公営交通事業要覧



 

04 経営状況│令和元年度以前 

地下鉄（令和元年度以前） 

⚫  新給料表の導入による地下鉄運輸職員の給与引下げ 

地下鉄運転士平均給与 平成１１年度 ６,５５７千円 

→ 令和元年度 ６,０６９千円（▲７.４％） 

⚫  交通局独自の給与カット【再掲】 

平成１２年～平成２３年度に最大７％の給与カット等 

⚫  地下鉄駅職員業務の民間委託の推進 

平成１９年以降平均約▲２億円/年の経費削減 

⚫  平成２０年度決算において経営健全化団体に転落。平成２２年３月に，平

成３０年度までを計画期間とする「京都市高速鉄道事業経営健全化計画」を

議会の議決を得て策定 

⚫  地下鉄設備の更新期間の延長 

改集札機，券売機，昇降機設備等を１～５年延長 

⚫  全庁を挙げてのお客様増加策の実施 

平成３０年度までに１日５万人増客を目標とし，２年前倒しの平成２８年

度に達成。平成２１年度から令和元年度の間で１日当たり７３千人増客 

（４００千人） 

⚫  駅ナカビジネスの拡大 

平成２１年度策定の経営健全化計画における当初目標である「平成２５年

度までに年間５億円の収入」及び，更なる目標である「平成３０年度までに

年間１０億円の収入」を，それぞれ１年前倒しで達成 

⚫  運賃改定 

消費税率引上げによる改定を除き，平成１８年以降１５年間運賃を据置き

（経営健全化計画で見込んでいた運賃改定（５％）は，増客等による経営改

善により回避） 

⚫  高金利企業債の借換えによる利息軽減 

▲１２７億円の効果（一般会計等の効果を含む） 

⚫  一般会計支援（国制度に基づく経営健全化出資，市バス事業の健全化によ

り削減した補助金を活用した支援等）の拡充 

⚫  平成２９年度決算をもって，計画より１年前倒しで経営健全化団体から脱却 

⚫  平成３１年３月に，令和元年度から１０年間の経営の基本的な方針や具体的

取組，財政計画等について取りまとめた「経営ビジョン」を策定【再掲】 

 



  

コロナ感染拡大前の状況│令和元年度以前 05 

経
営
状
況
－
令
和
元
年
度
以
前 

経
営
状
況
－
令
和
３
年
度 

経
営
状
況
－
令
和
２
年
度 

持
続
可
能
な
経
営
に
向
け
て 

資
料
編 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  市バス運転士・地下鉄運転士の平均給与費 

交通局では，これまでの経営健全化の取組の中で平成１２年から新給料表

を導入したことなどにより，人件費の抑制に努めてきた結果，市バス運転士

と地下鉄運転士の令和２年度の平均給与費について，平成１１年度と比較す

ると，市バスで約▲４０％，地下鉄で約▲８％と，いずれも減少しています。 

 

○市バス運転士・地下鉄運転士の平均給与（対平成１１年度） 

 

 

 

 

また，市バス運転士と地下鉄運転士の令和２年度の平均給与費を民間事業

者の平均給与費※と比較すると，市バス運転士は約＋２万円，地下鉄運転士

は約▲７０万円となっており，ほぼ同水準となっています。 

※ 平成２９年度から令和元年度までの各年度の賃金構造基本統計調査における， 

全国（企業規模１，０００人以上）の数値の平均  

 

○賃金構造基本統計調査（厚生労働省）より 

 ・営業用バス運転者平均給与 ５，５７６千円 

 ・電車運転士平均給与    ６，６６０千円 

市バス運転士 地下鉄運転士 

令和元年度：▲3,602 千円(▲38.9％) 

令和２年度：▲3,664 千円(▲39.6％) 
令和元年度：▲488 千円(▲7.4％) 

令和２年度：▲585 千円(▲8.9％) 
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6,069 5,972

3,0003,0133,0263,0393,0523,0653,0783,0913,1043,1173,1303,1433,1563,1693,1823,1953,2083,2213,2343,2473,2603,2733,2863,2993,3123,3253,3383,3513,3643,3773,3903,4033,4163,4293,4423,4553,4683,4813,4943,5073,5203,5333,5463,5593,5723,5853,5983,6113,6243,6373,6503,6633,6763,6893,7023,7153,7283,7413,7543,7673,7803,7933,8063,8193,8323,8453,8583,8713,8843,8973,9103,9233,9363,9493,9623,9753,9884,0014,0144,0274,0404,0534,0664,0794,0924,1054,1184,1314,1444,1574,1704,1834,1964,2094,2224,2354,2484,2614,2744,2874,3004,3134,3264,3394,3524,3654,3784,3914,4044,4174,4304,4434,4564,4694,4824,4954,5084,5214,5344,5474,5604,5734,5864,5994,6124,6254,6384,6514,6644,6774,6904,7034,7164,7294,7424,7554,7684,7814,7944,8074,8204,8334,8464,8594,8724,8854,8984,9114,9244,9374,9504,9634,9764,9895,0025,0155,0285,0415,0545,0675,0805,0935,1065,1195,1325,1455,1585,1715,1845,1975,2105,2235,2365,2495,2625,2755,2885,3015,3145,3275,3405,3535,3665,3795,3925,4055,4185,4315,4445,4575,4705,4835,4965,5095,5225,5355,5485,5615,5745,5875,6005,6135,6265,6395,6525,6655,6785,6915,7045,7175,7305,7435,7565,7695,7825,7955,8085,8215,8345,8475,8605,8735,8865,8995,9125,9255,9385,9515,9645,9775,9906,0036,0166,0296,0426,0556,0686,0816,0946,1076,1206,1336,1466,1596,1726,1856,1986,2116,2246,2376,2506,2636,2766,2896,3026,3156,3286,3416,3546,3676,3806,3936,4066,4196,4326,4456,4586,4716,4846,4976,5106,5236,5366,5496,5626,5756,5886,6016,6146,6276,6406,6536,6666,6796,6926,7056,7186,7316,7446,7576,7706,7836,7966,8096,8226,8356,8486,8616,8746,8876,9006,9136,9266,9396,9526,9656,9786,9917,0047,0177,0307,0437,0567,0697,0827,0957,1087,1217,1347,1477,1607,1737,1867,1997,2127,2257,2387,2517,2647,2777,2907,3037,3167,3297,3427,3557,3687,3817,3947,4077,4207,4337,4467,4597,4727,4857,4987,5117,5247,5377,5507,5637,5767,5897,6027,6157,6287,6417,6547,6677,6807,6937,7067,7197,7327,7457,7587,7717,7847,7977,8107,8237,8367,8497,8627,8757,8887,9017,9147,9277,9407,9537,9667,9797,9928,0058,0188,0318,0448,0578,0708,0838,0968,1098,1228,1358,1488,1618,1748,1878,2008,2138,2268,2398,2528,2658,2788,2918,3048,3178,3308,3438,3568,3698,3828,3958,4088,4218,4348,4478,4608,4738,4868,4998,5128,5258,5388,5518,5648,5778,5908,6038,6168,6298,6428,6558,6688,6818,6948,7078,7208,7338,7468,7598,7728,7858,7988,8118,8248,8378,8508,8638,8768,8898,9028,9158,9288,9418,9548,9678,9808,9939,0069,0199,0329,0459,0589,0719,0849,0979,1109,1239,1369,1499,1629,1759,1889,2019,2149,2279,2409,2539,2669,2799,2929,3059,3189,3319,3449,3579,3709,3839,3969,4099,4229,4359,4489,4619,4749,4879,500

H11 R1 R2
0千円



 

06 経営状況│令和２年度 

コロナ感染拡大後の状況│令和２年度 

令和２年度決算の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

両事業合わせて▲２４万人/日のお客様数減，▲１５０億円の減収 

地下鉄は経営健全化団体へ再び転落 

直近も回復は鈍く依然として厳しい状況

⚫  事業の根幹である安全・安心を最優先に，お客様の利便性向上や増

収・増客の取組を着実に推進する中，１日当たりのお客様数につい

て，令和２年１月までは市バス・地下鉄ともに対前年度比で増加して

いましたが，コロナ感染拡大の影響により２月以降大幅に減少し，経

営環境が激変しました。 

⚫  令和２年４月に緊急事態宣言が発令された際には，市バス・地下鉄

の御利用の８割削減を目標に掲げ，減便や運休を実施する等，感染症

拡大防止の取組を最優先に実施しました。 

⚫  ７月から１１月上旬にはＧｏＴｏトラベルキャンペーンの影響もあ

り，お客様数は徐々に回復するも，再度感染が拡大し減少傾向のまま

推移した結果，令和２年度の１日当たりのお客様数は，市バスは２４

万８千人で前年度比▲１０万９千人（▲３０.７％）の減少，地下鉄は

２６万７千人で前年度比▲１３万３千人（▲３３.２％）の減少となり

ました。 

⚫  運賃収入は，市バスは前年度比▲６１億円（▲３０.３％），地下鉄は

前年度比▲８８億円（▲３４.３％）の大幅な減収となりました。 

⚫  厳しい経営状況を踏まえ，今すぐにできる取組として，日々の安全

運行に直接関わらない混雑対策事業の中止や施設改修の規模縮小・延

期等の見直しを実施し，両事業で約５億円の経費削減に努めたもの

の，運賃収入の大幅な減を埋めるには遠く及ばず，経常損益は，市バ

スは▲４８億円で平成１４年度以来の赤字，地下鉄は▲５４億円で平

成２６年度以来の赤字決算となりました。 

⚫  地下鉄事業の累積資金不足は▲３７１億円と過去最大，地方公共団

体の財政の健全化に関する法律に基づく資金不足比率は６２.６％とな

り，経営健全化基準の２０％を超え，再び経営健全化団体に転落しま

した。 



  

コロナ感染拡大後の状況│令和２年度 07 

経
営
状
況
－
令
和
元
年
度
以
前 

経
営
状
況
－
令
和
３
年
度 

経
営
状
況
－
令
和
２
年
度 

持
続
可
能
な
経
営
に
向
け
て 

資
料
編 

令和２年度決算におけるお客様数と運賃収入の状況（令和元年度比較） 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：万人/日                      単位：百万円 

 市バス 地下鉄 合計   市バス 地下鉄 合計 

R2 24.8 26.7 51.5  R2 13,960 16,942 30,902 

R1 35.7 40.0 75.7  R1 20,015 25,778 45,793 

差引(R2－R1) △10.9 △13.3 △24.2  差引(R2－R1) △6,055 △8,836 △14,891 

増減率 △30.7％ △33.2％ △32.0％  増減率 △30.3％ △34.3％ △32.5％ 

 

  

お客様数
（51.5万人/日）

24▲ 万人減

運賃収入
（309億円）

▲ 億円減150



 

08 経営状況│令和２年度 

市バス｜経常損益及び利益剰余金（▲累積欠損金）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
単位：億円（税抜） 

 H11 H12 H14 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 

経常損益 △22 △52 △50 18 22 29 26 27 24 24 27 23 19 2 △48 

利益剰余金 

(累積欠損金) 
△47 △88 △163 △87 △65 △36 △10 18 11 34 61 85 92 69 21 

運賃収入 206 199 185 175 176 176 178 179 186 194 200 202 204 200 140 

人件費・経費 263 257 246 171 168 161 158 157 161 166 168 173 178 191 186 

 

 

 

 

  

206

140

263

186

130

180

230

280

△ 300

△ 200

△ 100

0

100

H11 H12 H14 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

経常損益 利益剰余金

（△累積欠損金）

運賃収入 人件費＋経費

折れ線グラフ

（億円:税抜）
棒グラフ

（億円:税抜）

1

2

6

43

5

増車や路線・ダイヤの拡充による輸送力増強のほか，

快適なバス待ち環境の整備など利便性向上の取組を推進

お客様数の増加による増収により利益剰余金を着実に計上

7

① (Ｈ１２)過去最大の赤字（１日当たり１４百万円の赤字） 

② (Ｈ１４)過去最大の累積欠損金 

③ (Ｈ２１)経営健全化団体となる 

④ (Ｈ２４)経営健全化団体から脱却 

⑤ (Ｈ２５)累積欠損金を解消し,利益剰余金を計上 

⑥ (Ｈ２６以降)一般会計からの任意の財政支援に頼らない｢自立経営｣を達成 

⑦ （Ｒ２） コロナ感染拡大の影響により平成１４年度以来の赤字 
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地下鉄｜経常損益及び現金収支（償却前損益）※の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

単位：億円(税抜) 

 H11 H18 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 

経常損益 △288 △167 △117 △86 △67 △48 △41 △9 8 16 2 23 23 △54 

現金収支 △153 △65 16 43 55 69 73 81 98 106 94 118 121 47 

運賃収入 184 209 216 219 222 225 230 236 245 250 254 258 258 169 

支出 

(減価償却費 

を除く) 

358 310 245 224 217 210 209 203 198 192 188 180 178 172 

184

169

358

172

150

200

250

300

350

△ 300

△ 250

△ 200

△ 150

△ 100

△ 50

0

50

100

150

H11 H18 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

経常損益 現金収支 運賃収入 減価償却費等を除く支出

棒グラフ

（億円:税抜）
折れ線グラフ

（億円:税抜）

3

2

1

5
6

7

4

※現金収支（償却前損益） 

 経常損益から，現金を伴わない減価償却費等を除いた収支のこと。地下鉄は建設に

多額の投資を必要とすることから，収支均衡に長期間を要する事業であり，多額の累

積欠損金を抱えています。そのため，まずは現金収支を黒字化し，その拡大を図り，

企業債等の負債を着実に返済していくことが健全経営に向け重要となります。 

駅ナカビジネスの積極的展開のほか，最終電車の全方向 

乗継(シンデレラクロス)など利便性向上の取組を推進し， 
お客様数の増加による増収もあり，現金収支の黒字を継続 

また，経営健全化計画で見込んだ運賃改定を回避 

①（Ｈ１８）１日当たり４６百万円の赤字 

②（Ｈ２１）経営健全化団体となる 

現金収支を黒字化 

③（Ｈ２７）開業年度以来の黒字 

④（Ｈ２８）５万人増客を達成 

⑤（Ｈ２９）経営健全化団体から脱却 

⑥（Ｒ１） １日当たり６百万円の黒字 

⑦（Ｒ２） コロナ感染拡大の影響により平成２６年度以来の赤字 

再び経営健全化団体となる 

 



 

10 経営状況│令和２年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  市バスの系統別収支状況（営業係数） 

交通局では，市民の皆様に市バスの現状を知っていただき，より一層御利

用いただくため，市バス各系統の営業成績を表す「営業係数※」を毎年公表

しています。 

※ １００円の収入を得るために必要な費用を示す指標で，１００未満 

なら黒字系統，１００を超えれば赤字系統であることを示します。 

これまで，黒字系統が赤字系統を支えることで，市民の生活の足を確保し

てきました。しかしながら，令和２年度はお客様数が激減。経費の削減によ

り支出を抑制したものの，全ての系統で営業係数が悪化し，令和元年度に黒

字であった２１系統は全て赤字となり，営業係数が１５０を越える系統が全

体の約６５％を占めるなど，危機的な状況となりました。 

今後，持続可能な市バス運行を目指し，御利用状況に応じた路線・ダイヤ

の見直しに取り組んでいく必要があります。 

 

○市バスの系統別収支状況（営業係数）の推移（過去３年間） 

 

0.0%

25.0%
(21系統)

39.3%
(33系統)

34.1%

(28系統)

48.8%
(41系統)

36.9%
(31系統)

36.6%

(30系統)

15.5%
(13系統)

15.5%
(13系統)

29.3%

(24系統)

10.7%
(9系統)

8.3%
(7系統)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R2

82系統

R1

84系統

H30

84系統

黒字系統

(99以下)

赤字系統

(100～150)

赤字系統

(151～200)

赤字系統

(201以上～)

黒字系統

（営業係数100未満）

赤字系統

（営業係数100以上）

営業係数150以上の系統が 65%

±0△12 ＋10

△13△21 ＋17 ＋15

＋2
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令和２年度の主要な取組 

 

 

 

 

コロナ対策（令和２年度） 

⚫  市バス車両（８２２両），地下鉄車両（２２２両），バスターミナルや地

下鉄駅トイレの抗ウイルス・抗菌加工の実施              

⚫  換気扇の増設等，感染防止対策に配慮した新たな仕様の市バス車両の導

入（５８両）                   

⚫  地下鉄券売機及び精算機への抗菌シートの設置    

⚫  市バス・地下鉄車両のつり革や手すり，地下鉄駅構内のお客様が触れる

ことが多い箇所の定期消毒の実施         

⚫  地下鉄駅やバスターミナル，市バス・地下鉄案内所及び定期券発売所

に，アルコール消毒液を設置            

⚫  車内放送やポスター・チラシ等を活用した市バス・地下鉄御利用時の感

染防止御協力のお願い             

⚫  市バス謎解きイベント等，集客事業の中止    

⚫  緊急事態宣言期間に，感染拡大防止を最優先に市バス急行系統や深夜バ

ス，地下鉄「コトキン・ライナー」等の減便・運休を実施 

⚫  職員の感染防止のために職場にビニールシートや仕切り板，アルコール

消毒液等を設置                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

厳しい経営状況でもコロナ対策を徹底 

経営改善の取組を推進しつつ，利便性向上にも尽力 

  車両の抗ウイルス・抗菌加工 

市バス・地下鉄を安心して御利用いただく 

ため，令和２年度において，市バス車両 

全８２２両，地下鉄車両全２２２両を対象に 

抗ウイルス・抗菌加工を実施し，令和３年度 

以降に導入する車両にも実施してまいります。 

この抗ウイルス・抗菌加工は，コロナにも 

効果があることを第三者試験機関により確認 

しています。 

実施後１年が経過する令和３年度において，交通局職員の立会の下，抗ウ

イルス・抗菌加工を施した複数箇所に対して，メーカーによる確認試験を実

施した結果，引き続き効果が持続していることを確認しました。 

今後も毎年効果持続性の確認を実施し，お客様に安心して市バス・地下鉄

を御利用いただけるよう努めてまいります。 

■ 抗ウイルス・抗菌加工済 

ステッカー 



 

12 経営状況│令和２年度 

安全対策の推進等（令和２年度） 

市バス 

⚫  安全運転訓練車や外部機関を活用した事故防止研修の継続実施や，経験

年数や習熟度に応じたきめ細やかな研修の実施 

⚫  運転士の担い手確保策として，女性用施設が未整備であった烏丸営業所

に女性専用の休憩室等を整備し，女性がバス運転士として働きやすい環境

整備を推進 

 

地下鉄 

⚫  北大路駅への可動式ホーム柵設置に向け設計着手   

⚫  烏丸線新型車両の製造に着手 

⚫  烏丸線ホーム車掌用モニター設備の増設      

⚫  駅出入口への止水板の設置による浸水対策の強化（第二期） 

⚫  地下鉄車両車内灯及び駅舎等照明のＬＥＤ化の推進  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  烏丸線新型車両の導入 

地下鉄烏丸線への新型車両の導入には，総額約１１０億円に上る費用が必

要であり，市民の皆様からは，「交通局の経営状況が厳しい中，なぜ今導入

するのか」というお声を頂戴しております。 

（新型車両導入の必要性） 

昭和５６年の開業当初から４０年が経過している烏丸線車両９編成は，メ

ーカーが想定する耐用年数の限界に近付いており，老朽化が進んでいます。

また，アルミ製の車体は溶接修理による延命が難しく，このまま更新せずに

使用すると，故障や脱線などの重大な事故が生じる危険性があります。 

一方，車体に搭載している主要な装置については，供用開始後２０年を目

安に更新を行っており，供用開始後４０年を迎える令和３年度以降には２回

目の機器更新の時期を迎えることとなります。２回目の機器更新を実施して

も，５年程度で車体自体の寿命が尽きることにより，寿命がまだまだ残って

いる機器を廃棄することとなり，投資した費用が無駄になります。 

これらの安全面や費用面を考慮し，供用開始４０年を迎えた本年度から供

用開始４４年の令和７年度にかけて，順次新型車両の導入を進めていくこと

は必要不可欠です。 

（新型車両導入のメリット） 

新型車両については，旧車両よりも床面とホームとの段差が低く，車椅子

やベビーカー用のスペースが充実しているなど，バリアフリー性に優れてい

ます。また，車体構造の強化による安全性の向上や，省エネ化による消費電

力削減（旧車両比約▲３０％減）を図り，地球環境に優しい車両となってい

ます。 



  

コロナ感染拡大後の状況│令和２年度 13 

経
営
状
況
－
令
和
元
年
度
以
前 

経
営
状
況
－
令
和
３
年
度 

経
営
状
況
－
令
和
２
年
度 

持
続
可
能
な
経
営
に
向
け
て 

資
料
編 

経営改善のための取組（令和２年度） 

⚫  事業の見直し・経費の節減（市バス・地下鉄事業計▲約５億円） 

・ 混雑対策事業等の見直し 

→ 市バス旅客流動調査及びお客様アンケート調査の実施延期 

【▲８３百万円】 

→ 京都市バス“おもてなしコンシェルジュ”案内活動の規模縮小 

                        【▲２３百万円】 

→ 手ぶら観光や地下鉄・バスを組み合わせた観光ルートＰＲの取止め 

                        【▲２３百万円】 

→ 大型手荷物に対応したバス車両の導入延期  【▲７８百万円】 

→ 観光に便利な系統の新たなバス車両デザインの拡大取止め 

【▲２百万円】 

・ バス停上屋やバス接近表示器等のバス待ち環境の整備箇所の縮小 

【▲２８百万円】 

・ 四条駅南改札口の改集札機増設や醍醐保守事務所外壁・屋上防水工

事等の延期                 【▲１４６百万円】 

・ 市バス謎解きイベントの中止等その他経費の減【▲１２２百万円】 

・ 企業債の償還負担の平準化策として，市バス車両（２両）をリース

により調達 

⚫  市バス・地下鉄の運行維持のための取組に対する支援として，一般会計

から地方創生臨時交付金を財源とした奨励金を収入 【１,１３１百万円】 

 （内訳 市バス：４３１百万円，地下鉄：７００百万円） 

⚫  コロナに伴う減収により生じた資金不足に対して特例的に発行が認めら

れた「特別減収対策企業債」等，国制度を活用し資金を確保 

 

お客様サービスの向上（令和２年度） 

市バス 

⚫  前乗り後降り方式を１０１号，１０６号，１１１号系統に拡大 

⚫  民間事業者と連携した取組 

・ 市バスＩＣＯＣＡ定期券の西日本ジェイアールバスとの均一運賃区

間での共通利用開始（令和２年４月） 

・ 高雄地域への均一運賃区間の拡大（令和３年３月） 

→ これまで最大５３０円だった高雄地域（栂ノ尾）～京都駅・四条駅間

の運賃が市バス・西日本ジェイアールバスともに一律２３０円となる。 

・ 西日本ジェイアールバスとの「バス一日券」等の共通利用化(令和３年３月)  

  → 「バス一日券」が新たに高雄地域でも利用可能となり，加えて

「バス一日券」，「地下鉄・バス一日（二日）券」で西日本ジェイア

ールバスにも乗車可能となる（京都駅前～栂ノ尾間）。 

⚫  フルカラーＬＥＤ式行先表示器の導入拡大     

⚫  北大路バスターミナルのトイレのリニューアル 



 

14 経営状況│令和２年度 

地下鉄 

⚫  烏丸線各駅の行先案内表示の更新（ホーム階）及び増設（改札階）に着手 

⚫  車内案内表示装置等の４箇国語対応の推進    

⚫  烏丸線駅トイレのリニューアル         

⚫  トイレの特別清掃及び床面コーティングによる美化推進  

 

市バス路線・ダイヤの編成（令和２年３月実施の新ダイヤ） 

生活路線は確保したうえで，ルートが重複する系統を見直し，その輸送力を

対策が必要な系統へ充当（市バス車両８１８両 → ８２２両） 

⚫  四条通等の混雑対策 

  ・ 四条通，東大路通 

→ 経路変更による輸送力増強（５８号系統）  

   ・ 堀川通，金閣寺付近 

    → 経路変更の通年実施（試行）による分散化の取組強化（１２号系

統，５９号系統をきぬかけの路経由から西大路通経由に変更） 

   ・ 大宮通，千本通 

    → ６号系統全便を四条大宮から京都駅まで延伸 

⚫  地域主体のＭＭと一体となった路線・ダイヤの拡充 

・ 増便：右京区南太秦学区（７０号系統） 

→ 平日は朝・夕方ラッシュ時間帯を２０分間隔の運行とする（３２

回⇒３６回/日）とともに，土曜・休日は３０分間隔の運行時間帯を

朝・夜間時間帯に拡大（２８回⇒３２回/日） 

   ・ 延伸：北区柊野学区（特３７号系統） 

    → 現行の１３回/日の運行回数を維持したうえで，西賀茂北部地域へ延伸 

⚫  まちづくりの進展に合わせた利便性の向上 

・ 上賀茂神社周辺の道路整備等に合わせた上賀茂神社を起終点とする 

系統の西賀茂車庫への延伸（４号系統，４６号系統，６７号系統） 

・ 嵐電/北野白梅町駅と京阪・叡電/出町柳駅との結節強化（１０２号系統） 
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コロナ感染拡大後の状況│令和３年度 

お客様数の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年１０月と令年３年１０月のお客様数（対令和元年度減少率） 

 

 

 

 

  

コロナ感染拡大以降減少が継続 

令和３年度の直近においても回復は鈍く，依然として厳しい状況 

⚫  令和３年度に入っても，新規感染者数が増加し続け，４月から９月

末までの期間において「緊急事態宣言」が２度発令されるなど，コロ

ナの影響が続いています。 

⚫  コロナの新規感染者が落ち着き始めた１０月の状況でも，対令和元

年度比で，市バスで▲２３.８％，地下鉄で▲２５.７％となっており，

昨年１０月の減少率と比較しても回復は見られません。また１１月の

速報値ベースでは，対令和元年度比で市バスで▲２１.７％，地下鉄で

▲２５.９％と，依然として厳しい状況が継続しています。 

新たに出現したオミクロン株の世界的な拡大が懸念されるなど，

まだまだ先が見通せない状況が続く中，お客様数の減少が当面の

間継続するという前提の下，経営改善を図っていかなければなり

ません。 

市バス事業 地下鉄事業 

△22.9%

△23.8%

△26.0%

△25.0%

△24.0%

△23.0%

△22.0%

△21.0%

△20.0%

R2年10月 R3年10月

0％

△25.0%

△25.7%△26.0%

△25.0%

△24.0%

△23.0%

△22.0%

△21.0%

△20.0%

R2年10月 R3年10月
0％



 

16 経営状況│令和３年度 

市バス│令和３年４月から１１月までのお客様数（対令和元年度減少率） 

※ １１月は計数器による速報値で比較しています。 

 
 
 
 
 
 

 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 

R2 年度 △54.1% △50.8% △34.9% △30.5% △31.6% △30.4% △22.9% △24.4% 

R3 年度 △37.7% △38.1% △30.2% △23.8% △28.5% △34.1% △23.8% △21.7% 

差（ポイント） 

※R3－R2 で算出 
＋16.4% ＋12.7% ＋4.7% ＋6.7% ＋3.1% △3.7% △0.9% ＋2.7% 

 

 

地下鉄│令和３年４月から１１月までのお客様数（対令和元年度減少率） 

※ １１月は改札通過人員による速報値で比較しています。 

 
 

 
 

 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 

R2 年度 △51.9% △57.4% △39.0% △35.8% △33.8% △30.3% △25.0% △28.6% 

R3 年度 △34.0% △37.3% △30.5% △24.9% △31.7% △35.7% △25.7% △25.9% 

差（ポイント） 

※R3－R2 で算出 
＋17.9% ＋20.1% ＋8.5% ＋10.9% ＋2.1% △5.4% △0.7% ＋2.7% 

 

△60.0%

△40.0%

△20.0%

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

R2

R3

△60.0%

△40.0%

△20.0%

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

R2

R3

緊④ ま 
 

緊③ ま ま 
 
緊① 

 
R2 

R3 

GO TO トラベル 

 
緊 :緊急事態宣言 

ま :まん延防止等重点措置 
 
緊 :緊急事態宣言 

ま :まん延防止等重点措置 

緊④ ま 
 

緊③ ま ま 
 
緊① 

 
R2 

R3 

GO TO トラベル 
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令和３年度の主要な取組 

 

 
 

コロナ対策（令和３年度） 

 令和２年度に引き続き，換気や消毒，抗ウイルス・抗菌加工の他，お客様への

周知などを徹底するとともに，出勤前出勤後の検温など交通局職員の感染防止も

徹底 
  

安全対策の推進等（令和３年度） 

市バス 

⚫  安全対策が必要と考えられるバス停留所の安全対策    

⚫  安全運転訓練車や外部機関を活用した事故防止研修の継続的な実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

徹底した緊縮予算の中，今できることを着実に推進 

  安全対策が必要と考えられるバス停留所 

平成３０年８月に横浜市内のバス停留所で発生した死亡事故を契機とし
た国による全国のバス事業者への調査結果に基づき，国・道路管理者・交
通管理者等で構成される「京都府バス停留所安全性確保対策合同検討会」
での議論を経て，令和３年３月に，市バスの９３箇所を含めて，「安全対策
が必要と考えられる停留所」が公表されました。 

この間，バス停の全数調査と国による公表を待つことなく，地元自治会は
じめ地域の方々の協力を頂きながらバス停の移設を進めており，令和３年 
１０月時点では，Ａランク５箇所，Ｂランク２１箇所，Ｃランク１５箇所の
合計４１箇所について，安全上の優先度の引下げを行った箇所を含め，既に移
設済あるいは移設の目途が立っている状況です。 

安全上の優先度 Ｒ３.３時点 Ｒ３.１０時点 
Ａ バスがバス停に停車した際に車体が横断

歩道にかかるもの 
８箇所 

３箇所   
(▲５箇所)  

Ｂ バスがバス停に停車した際に車体が横断歩
道に近接する,または,交差点にかかるもの 

５３箇所 
３２箇所   

(▲２１箇所)  
Ｃ バスがバス停に停車した際に交差点に車

体が近接するもの 
３２箇所  

１７箇所  
(▲１５箇所)  

合計 ９３箇所  
５２箇所  

(▲４１箇所)  

Ａランクの残り３箇所は，物理的な制約により信号機の設置やガードレ
ールの設置等の対策を講ずることができないため，道路管理者や警察の協
力を得て，横断歩道の移設や一般ドライバーに向けた路面への「横断者注
意」の表示のほか，隣接する電柱に注意喚起看板を新設するといった安全
対策を今年度末までに講じることとしました。 

お客様に安全に市バスを御利用いただくうえで，バス停留所の安全性確
保対策は非常に重要であり，残るバス停についても，関係機関としっかり
と協議を重ね，様々な観点からバス停の安全性向上に向けて，精力的に取
り組んでまいります。 



 

18 経営状況│令和３年度 

地下鉄 

⚫  北大路駅への可動式ホーム柵設置に向けた工事着手         

⚫  烏丸線新型車両の１編成目の営業運行開始 

⚫  烏丸線ホーム車掌用モニター設備の増設（今年度で全駅設置完了） 

⚫  駅出入口への止水板の設置による浸水対策の強化  

⚫  設備更新に合わせた地下鉄駅舎等照明のＬＥＤ化の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  地下鉄駅における安全確保に向けた他団体との連携 

（視覚障害者団体の皆様と連携した安全啓発活動） 

交通局では，平成２８年度から，地下鉄 

を利用される視覚に障害のあるお客様の 

安全確保のため，視覚障害者団体の皆様と 

共同で，地下鉄を御利用のお客様に対して， 

視覚に障害のあるお客様への積極的な 

声掛けをお願いする啓発活動を実施して 

います。 

  ※ 令和３年度においては，コロナ感染拡大の状況を踏まえ，実施を見送っています。 

 

（エスカレーターマナーアップの取組） 

交通局では，平成２６年度から，エスカ 

レーター利用時の事故防止と安全の確保の 

ため，マナー啓発に取り組んできましたが， 

大きな事故は発生していないものの，エスカ 

レーターを駆け上がるなどの危険な行動も 

いまだ見受けられるなど，マナー啓発の 

継続が必要な状況です。 

令和３年度は，一般社団法人京都府理学 

療法士会から交通局に啓発ポスターを寄贈 

していただき，地下鉄各駅に掲出してエスカ 

レーター利用時のマナー啓発を行う， 

両者連携の合同マナーアップキャンペーンを 

実施しました。 

 

今後とも，様々な機会を通じて，全ての方に地下鉄を安心して御利用いた

だくための啓発活動を実施し，事故防止と安全確保に努めてまいります。 

■ 四条駅での啓発活動の様子 

■ 寄贈いただいたポスター 
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経営改善のための取組（令和３年度） 

市バス 

⚫  令和３年度予算におけるコスト削減・事業の見直し（▲６８３百万円） 

・ 経常経費の節減 

  → 御利用状況に見合ったダイヤ見直し（▲６両減車）に伴う車両修繕

費の減等                  【▲２０５百万円】 

 → 均一運賃区間の全系統への前乗り後降り方式の拡大の延期 

                         【▲１４２百万円】 

  → 職員の給与減額措置や時間外勤務の縮減などによる人件費の抑制 

【▲８５百万円】 

 → 観光客の減少に伴う“おもてなしコンシェルジュ”の活動時間の縮小など 

                           【▲３９百万円】 

→ 市バス車両の清掃業務の見直しなどその他経費の減【▲５９百万円】 

・ バス待ち環境の新規整備の延期         【▲３４百万円】 

・ バス車両購入費の平準化（市バス車両（２両）をリースにより調達，

車両更新計画の見直し）            【▲１１９百万円】 

 

⚫  収入増加策・利用促進策 

・ 各種割引乗車券等の抜本的な見直し 

  → 企画乗車券の価格適正化（令和３年１０月実施） 

→ 各種割引乗車券等からポイントサービスへの転換（令和５年４月実施） 

※「トラフィカ京カード」及び「昼間回数券」は令和３年９月末に発売停止 

・ 高雄地域の公共交通の利便性向上に向けた取組（令和３年３月実施） 

  → 高雄地域への均一運賃区間の拡大【再掲】 

→ ８号系統の栂ノ尾への延伸 

   … 「高雄」までの運行であった市バス８号系統を延伸し，新たに

「槇ノ尾」と「栂ノ尾」を設置。あわせて，市バスと西日本ジェイ

アールバスと運行時刻を等間隔に調整するとともに，異なる停留所

名を統一 

→ 西日本ジェイアールバスとの「バス一日券」及び「地下鉄・バス一

日（二日）券」の共通利用化【再掲】，「市内中心フリー」定期券の共

通利用範囲の拡大 

・ チーム「電車・バスに乗るっ」の参画事業者，他社局と連携した公共

交通機関を安全・安心に御利用いただくための取組や利用促進に向けた

取組                      

・ 市バスの運行情報のオープンデータ化を目指した取組 

  



 

20 経営状況│令和３年度 

⚫  お客様の御利用状況等に応じたダイヤ編成 

（令和３年３月実施，市バス車両８２２両 → ８１６両） 

・ お客様の御利用状況に応じたダイヤ編成 

→ 御利用状況に見合ったダイヤの見直し等 

    … ダイヤの見直し（１００号，１０１号，５号，５９号，京都岡崎

ループ等），系統の統合（１１０号系統を８６号系統に統合） 

   → 輸送力の再配分による利便性向上 

… 洛西ニュータウンと阪急桂駅とを結ぶ西３号系統・西８号系統を

減便し，阪急洛西口駅・ＪＲ桂川駅とを結ぶ特西４号系統を増便 

・ 路線・ダイヤの充実 

→ まちづくりの進展に合わせた利便性の向上等 

… 北泉通の整備完了に伴う左京区総合庁舎へのアクセス向上，上賀 

茂神社前広場の整備に伴うバスの乗り入れ，三条通（三条大橋西詰

～河原町通）の歩道拡幅に伴うバス運行の分散化 

→ 民間バス事業者と連携した取組の推進 

… 高雄地域への均一運賃区間の拡大に合わせた８号系統の栂ノ尾への 

延伸【再掲】，西日本ジェイアールバスとの「バス一日券」及び

「地下鉄・バス一日（二日）券」の共通利用化【再掲】，通学アク

セスの充実を踏まえた快速立命館号系統のダイヤ見直し 

→ 地域主体のＭＭと一体となった路線・ダイヤの拡充 

   … ５２号系統の本格運行化（上京区仁和学区） 

  ・ 路線・ダイヤの在り方の検討 

   → 市バス旅客流動調査及びお客様アンケートの実施  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  左京区総合庁舎・京都工芸繊維大学前（西行）停留所の新設 

令和３年３月のダイヤ改正において，左京区総合庁舎及び四条界わいへの

アクセス向上を目的に，高野川北泉橋の供用開始に合わせ６５号系統の経路

を北泉通経由に変更しました。 

同ダイヤ改正において，左京区総合庁舎・京都工芸繊維大学前停留所につ

いては，東行きのみの設置としておりましたが，地域の方の御理解を賜り，

令和３年１２月１日（水）から，西行き停留所を新設することができました。

厚く御礼申し上げます。 

この度の停留所の新設により，左京区東部方面から区役所へのアクセスが

便利になりますので，皆様のますますの御利用をお願いいたします。 

重ねて，今後とも，バス停留所の新設・維持に対しまして，地域の皆様の

御理解・御協力を賜りますようお願いいたします。 
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地下鉄 

⚫  令和３年度予算におけるコスト削減・事業の見直し（▲２４０百万円） 

・ 経常経費の節減 

→ ＩＣ・磁気併用の改集札機のＩＣ専用化や券売機の設置台数の見直

しによる保守管理費の削減など         【▲７７百万円】 

・ 職員の給与減額措置や時間外勤務の縮減などによる人件費の抑制 

【▲５５百万円】 

・ 烏丸線全駅への可動式ホーム柵設置に向けた車両改造の延期 

・ 「運行情報等お知らせモニター」設置など安全・安心に直結しない事

業の延期                    【▲８８百万円】 

・ 毎週金曜日の終電延長（コトキン・ライナーの運行）の休止 

【▲２０百万円】 

⚫  収入増加策・利用促進策 

・ 各種割引乗車券等の抜本的な見直し【再掲】 

  → 企画乗車券の価格適正化（令和３年１０月実施）【再掲】 

→ 各種割引乗車券等からポイントサービスへの転換（令和５年４月実施）【再掲】  

※「トラフィカ京カード」及び「昼間回数券」は令和３年９月末に発売停止 

・ チーム「電車・バスに乗るっ」の参画事業者，他社局と連携した公共

交通機関を安全・安心に御利用いただくための取組や利用促進に向けた

取組【再掲】 

・ 地下鉄開業４０周年事業の実施（昭和５６年に烏丸線北大路駅～京都

駅間の運行開始） 

→ 記念ポスター・グッズの制作 

→ 地下鉄烏丸線新型車両の見学会・試乗会の実施 

→ 京都市歴史資料館との連携事業の実施 

    … 京都市電の有形文化財指定記念×地下鉄開業４０周年ポストカー

ド型記念乗車券の製作，「京都遺産めぐり」デジタルスタンプラリ

ーの実施 

   → 駅ナカ店舗と連携した４０周年記念限定商品の発売 

 

  



 

22 経営状況│令和３年度 

軽油価格の状況（令和３年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市バス｜軽油価格の状況 

 

 

 

 
※ 令和３年１１月以前の単価は確定値，１２月以降は見込値です。 
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軽油単価

対予算単価
（101.29円/Ｌ）＋5円

軽油価格高騰の影響大 

⚫  市バスでは１日当たり４２,３００Ｌもの軽油を使用しているため， 

軽油価格の動向が経営に与える影響※は非常に大きいものとなります。 

※ １０円/Ｌの価格上昇により年間約１.６億円の支出増 

（令和２年度決算値を基に算出） 

⚫  この間，軽油価格が低水準で推移したことが，収支改善に大きく寄与

してきましたが，令和３年度においては，軽油価格が予算の見込み 

(１０１.２９円/Ｌ）より高騰しており，今後もこの状況が継続した場

合，収支悪化が避けられません。 

バスの運行上必ず必要な費用であり，削減が難しいことから， 

このほかの支出の抑制に努めていく必要があります。 

今後も軽油価格の高騰が継続すると仮定した場合，

対令和２年度比で約３.６億円燃料費が増加します。 
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令和３年度決算見込み（令和３年１１月時点の概算） 

 

 

 

 

 

 

 

 

市バス｜令和３年度決算見込み（令和３年１１月時点の概算） 

  令和３年度 

当初予算 

令和３年度 

決算見込み 
差引 

経常収入（Ａ） 167 億円 165 億円 ▲2 億円 

 運賃収入 153 億円 147 億円 ▲6 億円 

 お客様数（1日当たり） 268 千人 261 千人 ▲7 千人 

経常支出（Ｂ） 222 億円  211 億円  ▲11 億円 

経常損益（Ａ－Ｂ） ▲ 56 億円  ▲46 億円 10 億円 

※ 数値は，表示単位未満を四捨五入しているため，合計等と一致しない場合

があります。 

※ 消費税及び地方消費税を除きます。 

 

 

地下鉄｜令和３年度決算見込み（令和３年１１月時点の概算） 

 
 

 令和３年度 

当初予算 

令和３年度 

決算見込み 
差引 

経常収入（Ａ） 266 億円 261 億円 ▲5 億円 

 運賃収入 191 億円 180 億円 ▲11 億円 

 お客様数（1日当たり） 301 千人 286 千人 ▲15 千人 

経常支出（Ｂ） 323 億円 307 億円 ▲16 億円 

経常損益（Ａ－Ｂ） ▲58 億円 ▲46 億円 12 億円 

現金収支（償却前損益） 47 億円 58 億円 11 億円 

※ 数値は，表示単位未満を四捨五入しているため，合計等と一致しない場合

があります。 

※ 消費税及び地方消費税を除きます。 

  令和３年１１月時点の速報値による概算では，市バスは運賃収入が当

初予算比▲６億円減の１４７億円，経常損益は▲４６億円，地下鉄は運

賃収入が当初予算比▲１１億円減の１８０億円，経常損益は▲４６億円

と，いずれも大幅な赤字となる見込みです。 

市バス▲４６億円，地下鉄▲４６億円の大幅赤字見込み 
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持続可能な経営に向けて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⚫  コロナ感染拡大の影響により，令和２年度決算では，市バス・地下鉄の
１日当たりのお客様数は▲２４万人以上減少，運賃収入は▲１５０億円

もの減収となり，これまでの経営健全化，増収・増客の成果がわずか１年
で消し飛びました。 

⚫  また，令和３年度においても，コロナ感染拡大の影響は続いており，新
たな生活様式の定着等によりお客様の御利用が元に戻ることも見込め
ず，このままでは事業の存続が危ぶまれるという未曽有の経営危機に直
面する中，市バス・地下鉄を将来にわたり持続可能なものとするため，現
在，有識者からの意見や市民意見募集の結果を踏まえながら，主に「経営
ビジョン」の財政面の見直しを行う【改訂版】の策定を進めています。 

⚫  【改訂版】案においては，次の５点の財政目標を掲げています。 

 ＜財政目標＞ 
  【両事業共通】 
   ・ 安定経営を図るうえで基本となる経常損益の収支均衡（単年度 

黒字）について，計画期間中の早期に達成すること 
・ 一般会計から任意の財政支援を受けない運営を継続すること  

【市バス事業】 
   ・ 経営健全化団体を回避，または，経営健全化団体となった場合は

早期に脱却すること※１ 
  【地下鉄事業】 
   ・ 早期に経営健全化団体から脱却すること※１ 

・ 累積資金不足の将来の最大値を９００億円以下に抑制すること※２ 

※１ 公営企業は，独立採算の原則の下，必要な費用を自身の料金収入によ

って賄わなければならないところ，収入規模に対する資金の不足額が，

国が定める経営健全化基準（資金不足比率２０％）を上回り経営健全化

団体となることは，経営状態が悪化していることを示すものであるため，

経営健全化団体とならないこと，また，経営健全化団体となった場合は

早期に脱却することを目指します。 

※２ 不足する運転資金を賄う一時借入金の調達が滞れば事業継続ができな

いため，交通局が調達可能と考えられる程度の１,０００億円を基に，年

度途中に増大する資金需要を勘案し,累積資金不足の将来の最大値を 

９００億円以下に抑制することを目指します。 

⚫  今後，これらの目標を達成するため，経費削減策や収入増加策など出来
る限りの経営健全化の取組を推進し，持続可能な安定経営を目指してま
いります。 

市民の大切な財産 市バス・地下鉄を 

次の世代に引き継ぐために 
経営ビジョン【改訂版】策定中 



  

持続可能な経営に向けて 25 

経
営
状
況
－
令
和
元
年
度
以
前 

経
営
状
況
－
令
和
３
年
度 

経
営
状
況
－
令
和
２
年
度 

持
続
可
能
な
経
営
に
向
け
て 

資
料
編 

 

 

 

財政目標達成のための経営健全化策を講じてもなお安定経営には程遠く，

経営ビジョン【改訂版】案においては運賃改定による収入増加を見込まざ

るを得ない状況です。 

市バス・地下鉄が，今日も明日も走り続けていくために，職員一丸となっ

て全力でこの危機を乗り越えてまいりますので，市民・御利用者の皆様に

おかれましては，何卒御理解・御協力を賜りますようお願いいたします。 

＜令和４年度以降に実施予定の取組例※＞ 

※ 予算が伴う取組については，今後の予算編成及び市会の議決を経て確定されます。 

 ・ 御利用状況に応じた市バス・地下鉄運行の見直し 

  → 市バス：急行系統の休止，深夜バスの廃止など 

  → 地下鉄：昼間・夜間時間帯のダイヤ見直し 

・ 市バス路線・ダイヤの再編成（旅客流動調査及びお客様アンケート

調査結果と，「京都市バス路線・ダイヤの在り方に関する検討委員会」

における有識者の審議を踏まえて実施） 

・ 地下鉄駅有人改札業務の見直し（リモート化対応） 



 

26 持続可能な経営に向けて  

 

 

 

   

  交通局のＳＤＧｓ達成への貢献 

（ＳＤＧｓとは） 

２０１５年に国連で採択された｢持続可能な開発のための目標｣のことで，

｢誰一人取り残さない｣という理念のもと，貧困の根絶や格差是正，環境保護な

ど，地球規模で２０３０年までに解決すべき課題を１７の目標として構成し，

持続可能な社会の実現を目指すものです。 

（交通局のＳＤＧｓ達成への貢献） 

市バス・地下鉄は，市民や京都を訪れる人に欠くことのできない交通インフ

ラであり，将来にわたり運行を継続することそのものが，ＳＤＧｓの理念であ

る持続可能な社会の実現に貢献するものです。 

ＳＤＧｓを構成する１７の目標のうち，次の４つについては，交通局との関

連が深く，事業の推進を通じて積極的に貢献すべき目標と考えています。 

7 

７：エネルギーをみんなにそしてクリーンに 

市バス・地下鉄は，自家用車と比較してＣＯ２排出

量が少ない，資源効率や省エネ性に優れた環境にや

さしい移動手段です。 

9 

９：産業と技術革新の基盤を作ろう 

市バス・地下鉄は，歩くまち京都を支える基幹的な

公共交通インフラとして，市民生活や多様な都市活

動の基盤となっています。 

11 

11：住み続けられるまちづくりを 

市バス・地下鉄は，安全かつ安価に誰もが利用でき

る輸送システムとして，持続可能なまちづくりを支

えています。 

13 

13：気候変動に具体的な対策を 

各種施設の計画的な保全，災害に備えたマニュア

ル整備，対応訓練等を通じて，自然災害等に対する強

靭性及び適応能力を強化しています。 

 

 

7 

令和３年度は，烏丸線新型車両を導入します。 

新型車両については，シリコンカーバイド（ＳｉＣ）

を使用した高効率なモーター制御システムの導入な

どにより省エネ化に取り組み，旧型車両と比較して 

▲３０％もの消費電力削減を図ります。 
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28 資料編 令和２年度決算│市バス事業 

令和２年度決算│市バス事業 

市バス事業│決算の主要数値 

 

  令和元年度 令和２年度 増減 

在籍車両数 822 両 816 両 △6 両 

走行キロ数（1日平均） 88.0 千 km 87.8 千 km △0.2 千 km 

経常収入（Ａ） 213 億円 159 億円 △55 億円 

 運賃収入 200 億円 140 億円 △61 億円 

 お客様数（1日当たり） 357 千人 248 千人 △109 千人 

経常支出（Ｂ） 211 億円 207 億円 △5 億円 

経常損益（Ａ－Ｂ） 2 億円 △48 億円 △50 億円 

未処分利益剰余金 69 億円 21 億円 △48 億円 

資金剰余額 65 億円 25 億円 △40 億円 

企業債残高 53 億円 65 億円 12 億円 

※ 数値は，表示単位未満を四捨五入しているため，合計等と一致しない場合があります。 
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市バス事業│主な公営バス事業者６都市(※)との 

走行１キロ当たり収支比較 

他の６都市平均と比べて，経常費用は１６９円低いものの，経常収入が

１９０円低く，収支差は７都市中６位となっています。 

 

 

① 市バス事業│走行１キロ当たりの収入（令和２年度） 

 

 

 

 
 

市バス事業│走行１キロ当たりの収入比較 

  主たる営業活動により生じた収入を走行キロで除したものです。 

 
（単位：円/km） 

 
京都市 

(A) 

６都市平均 

(B) 

差 

(A-B) 
仙台 東京 横浜 川崎 名古屋 神戸 

運送収益 436 525 △89 368 684 661 493 355 447 

附帯収益 29 65 △36 18 104 23 8 108 14 

一般会計 

補助金等 
4 81 △77 229 12 11 51 182 40 

そ の 他 27 15 12 9 15 25 51 2 5 

合 計 495 685 △190 624 816 720 603 647 506 
※ 数値は，表示単位未満を四捨五入しているため，合計等と一致しない場合があります。 
 

495
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京都 6都市

平均

仙台 東京 横浜 川崎 名古屋 神戸

附帯収益

運送収益

（単位：円/km）

一般会計補助金等

その他

※ 公営バス事業者６都市 

  仙台市，東京都，横浜市，川崎市，名古屋市，神戸市 

(東京都，横浜市，川崎市，名古屋市については，貸切バス事業を含みます。) 

他都市平均と比べ，収入の根幹である「運送収益」は８９円低く，ま

た一般会計からの任意補助金に頼らない自立した経営により「一般会計

補助金等」も低いことから，「経常収入」は１９０円低くなっています。 

（出典：令和２年度公営交通事業決算調） 



 

30 資料編 令和２年度決算│市バス事業 

② 市バス事業│走行１キロ当たりの支出（令和２年度） 

 

 

 

 

 

市バス事業│走行１キロ当たりの支出比較 

  主たる営業活動により生じた支出を走行キロで除したものです。 

 

 
（単位：円/km） 

 
京都市 

(A) 

６都市平均 

(B) 

差 

(A-B) 
仙台 東京 横浜 川崎 名古屋 神戸 

人 件 費 277 455 △178 308 622 595 407 361 205 

経 費 等 314 290 24 379 301 180 280 273 386 

減価償却費 54 69 △15 64 123 79 54 35 14 

合 計 645 814 △169 751 1,046 854 741 669 605 

※ 数値は，表示単位未満を四捨五入しているため，合計等と一致しない場合があります。 
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仙台 東京 横浜 川崎 名古屋 神戸

経費

人件費

（単位：円/km）

減価償却費

バス運転士等の担い手不足の影響により運営コストが増加し，他都市

平均と比べて「経費等」は２４円高くなっていますが，「人件費」は 

１７８円低いことなどから，「経常費用」は１６９円低くなっています。 

（出典：令和２年度公営交通事業決算調） 
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③ 市バス事業│走行１キロ当たりの収支差（令和２年度） 

 

 

 

 

市バス事業│走行１キロ当たりの収支差比較 

  市バスが１キロ走行するごとに発生する「収支差」を示しています。 

 
 

（単位：円/km） 

 
京都市 

(A) 
６都市平均 

(B) 
差 

(A-B) 
仙台 東京 横浜 川崎 名古屋 神戸 

経常収入 495 685 △ 190 624 816 720 603 647 506 

経常支出 645 814 △169 751 1,046 854 741 669 605 

収支差 △150 △129 △21 △127 △230 △134 △138 △22 △99 

（順位） (6 位) ― ― (3 位) (7 位) (4 位) (5 位) (1 位) (2 位) 

 
※ 数値は，表示単位未満を四捨五入しているため，合計等と一致しない場合があります。 
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△ 129 △ 127

△ 230

△ 134 △ 138

△ 22

△ 99
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京都市 ６都市

平均

仙台 東京 横浜 川崎 名古屋 神戸

（単位：円/km）

第6位

他都市平均の収支差が▲１２９円の赤字である中，本市の収支差は 

▲１５０円と，収支差は７都市中６位となっています。 

（出典：令和２年度公営交通事業決算調） 
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市バス事業│１人当たり乗車運賃の状況 

① 券種別お客様割合と１人当たり乗車運賃の推移 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

券種別お客様割合と１人当たり乗車運賃の推移 

 
（単位：％）  

H11 H12 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 

バス一日券等 4.1  6.9  23.9  24.9  24.8  23.9  19.5  17.2  9.5  

ＩＣカード 0.0  0.0  2.3  11.3  14.5  18.1  22.2  24.9  26.2  

定期 25.7  24.8  30.9  29.9  29.9  30.6  32.0  33.9  42.0  

現金,磁気カード等 70.2  68.3  42.9  33.8  30.7  27.4  26.3  23.9  22.2  

１人当たり 

乗車運賃(税抜) 

161.50 

円  

160.30 

円 

149.83  

円 

150.23

円 

150.80

円 

150.85

円 

153.81

円 

153.01

円 

154.46

円 

※ 数値は，表示単位未満を四捨五入しているため，合計等と一致しない場合があります。 
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156

160

164

0%

20%

40%

60%

80%

100%

H11 H12 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

１人当たり乗車運賃（円:税抜）

現金

磁気カード等

バス一日券等

(円：税抜)

ＩＣカード

定期

（参考）「バス一日券」の価格推移 

     平成 ７年 １月 発売開始（６００円） 

     平成 ８月 ９月 価格改定（６００円→７００円） 

     平成１２年 ４月 価格改定（７００円→５００円） 

平成３０年 ３月 価格改定（５００円→６００円） 

令和 ３年１０月 価格改定（６００円→７００円） 

⚫  「バス一日券」をはじめとする割引率の高い乗車券の御利用割合が高い

ことや，御利用の頻度にかかわらず，全ての御利用者を対象に乗継割引を

適用している「ＩＣカード」の御利用割合が高いことにより，お客様一人

当たりの乗車運賃は，低い水準にあります。 

⚫  令和２年度のお客様一人当たりの乗車運賃は，１５４円台となっていま

すが，令和３年１０月より実施している「バス一日券」，「地下鉄・バス一

日券」の価格改定等により，令和３年度はお客様一人当たりの乗車運賃が

改善する見込みです。 
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② ＩＣカードの１人当たり乗車運賃及び利用率の推移 

 

 

 

 

 

ＩＣカードの１人当たり乗車運賃及び利用率の推移 

 
 

H26 H27 H28 
H29 

ＩＣ乗割開始 
H30 R1 R2 

ＩＣカード 

利用率（％） 
1.8% 8.9% 11.6% 23.8% 31.9% 37.6% 37.1% 

ＩＣカードの 

１人当たり 

乗車運賃 

（円：税抜） 

204.7 円 206.7 円 206.7 円 198.0 円 198.0 円 196.6 円 195.2 円 

 

1.8%

8.9%
11.6%

23.8%

31.9%

37.6% 37.1%
204.7円

206.7円 206.7円

198.0円

198.0円
196.6円

195.2円

194.0円

198.0円

202.0円

206.0円

210.0円

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

H26 H27 H28 H29

IC乗割開始

H30 R1 R2

ＩＣカード利用率(%)

ＩＣカードの１人当たり乗車運賃(円)

（％） （円：税抜）

（参考）ＩＣカードによる乗継割引サービス 

ＩＣＯＣＡやＰｉＴａＰａ，Ｓｕｉｃａなど全国相互利用対応のＩＣカードで，

市バス，地下鉄，京都バスを乗り継いだ場合，２乗車目の運賃を割引き 

   ・バス⇔バス  ９０円割引（１回目の運賃支払時から２回目の運賃支払時 

までが９０分以内の場合に適用） 

・バス⇔地下鉄 ６０円割引（当日中に乗り継いだ場合に適用） 

１０種類のＩＣカードによる運賃の乗継割引（バス⇔バス，バス⇔地

下鉄）を適用した平成２９年度から，ＩＣカードの１人当たり乗車運賃

が低下しています。 



 

34 資料編 令和２年度決算│地下鉄事業 

令和２年度決算│地下鉄事業 

地下鉄事業│決算の主要数値 

 

 令和元年度 令和２年度 増減 

在籍車両数 
222 両  

[37 編成] 
222 両 

[37 編成] 
- 

走行キロ数（1日平均） 58.0 千 km 57.6 千 km △0.4 千 km 

経常収入（Ａ） 333 億円 254 億円 △80 億円 

 運賃収入 258 億円 169 億円 △88 億円 

 お客様数（1日当たり） 400 千人 267 千人 △133 千人 

経常支出（Ｂ） 310 億円 308 億円 △2 億円 

経常損益（Ａ－Ｂ） 23 億円 △54 億円 △77 億円 

有利子負債 3,750 億円 3,738 億円 △12 億円 

 累積資金不足 305 億円 371 億円 66 億円 

 企業債等残高 3,445 億円 3,432 億円 △13 億円 

※ 数値は，表示単位未満を四捨五入しているため，合計等と一致しない場合があります。 

※ 令和２年度は，累積資金不足及び企業債等残高の双方に特別減収対策企業債残高分が含まれるため，

合計は有利子負債と一致しない。 
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地下鉄事業│公営地下鉄事業者７都市(※)との 

走行１キロ当たり収支比較 

他の７都市平均と比べて経常収入は１８１円高いものの，経常費用は，

減価償却費と利息負担が大きく３１０円も高いため，他都市平均の約２倍

となる２５７円の赤字となっています。 

 

 

① 地下鉄事業│走行１キロ当たりの収入（令和２年度） 

 

 

 

 

地下鉄事業│走行１キロ当たりの収入比較 

  主たる営業活動により生じた収入を走行キロで除したものです。 

 
（単位：円/km） 

 
京都市 

(A) 

７都市平均 

(B) 

差 

(A-B) 
札幌 仙台 東京 横浜 名古屋 神戸 福岡 

運輸収益 806 798 8 833 942 772 809 777 685 993 

附帯収益 106 74 32 76 106 72 27 87 85 99 

一般会計 

補助金 
145 47 98 52 52 29 36 64 69 90 

長期前受金 

戻入 
148 99 49 112 368 78 120 50 94 187 

その他 2 8 △6 5 4 6 34 5 2 0 

合 計 1,207 1,026 181 1,078 1,471 956 1,027 983 935 1,369 
※ 数値は，表示単位未満を四捨五入しているため，合計等と一致しない場合があります。 

1,207

1,026
1,078

1,471

956
1,027 983

935

1,369

0

400

800

1,200

京都 7都市

平均

札幌 仙台 東京 横浜 名古屋 神戸 福岡

附帯収益

運輸収益

その他

（円/km）

長期前受金戻入

一般会計補助金

※ 公営地下鉄事業者７都市 

  札幌市，仙台市，東京都，横浜市，名古屋市，神戸市，福岡市 

 他都市平均と比べ，収入の根幹となる「運輸収益」は８円高く，駅ナカ

ビジネスの積極的展開などにより「附帯収益」が３２円高いことなどか

ら，「経常収入」は１８１円高くなっています。 

（出典：令和２年度公営交通事業決算調） 
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② 地下鉄事業│走行１キロ当たりの支出（令和２年度） 

 

 

 

 

 

 

地下鉄事業│走行１キロ当たりの支出比較 

  主たる営業活動により生じた支出を走行キロで除したものです。 

 
 
 

（単位：円/km） 

 
京都市 

(A) 

７都市平均 

(B) 

差 

(A-B) 
札幌 仙台 東京 横浜 名古屋 神戸 福岡 

人件費 278 283 △5 130 309 285 224 385 288 261 

経 費 310 360 △50 405 484 394 251 298 273 511 

減価償却費 625 429 196 453 1,055 352 485 346 453 641 

その他 

(支払利息等) 
251 82 169 116 133 40 134 81 113 152 

合 計 1,464 1,154 310 1,104 1,981 1,071 1,094 1,110 1,127 1,565 

※ 数値は，表示単位未満を四捨五入しているため，合計等と一致しない場合があります。 
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（円/km）

その他

(支払利息等)

減価償却費

他都市平均と比べ，「人件費」と「経費」の合計では５５円低いものの，建

設費や設備投資に係る費用である「減価償却費」と支払利息を含む「その他」

の経費が上回っていることなどから，「経常費用」は３１０円高くなっていま

す。 

（出典：令和２年度公営交通事業決算調） 
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③ 地下鉄事業│走行１キロ当たりの収支差（令和２年度） 

 

 

 

 

地下鉄事業│走行１キロ当たりの収支差 

  地下鉄が１キロ走行するごとに発生する「収支差」を示しています。 

 

 
（単位：円/km） 

 
京都市 

(A) 

７都市平均 

(B) 

差 

(A-B) 
札幌 仙台 東京 横浜 名古屋 神戸 福岡 

経常収入 1,207 1,026 181 1,078 1,471 956 1,027 983 935 1,369 

経常支出 1,464 1,154 310 1,104 1,981 1,071 1,094 1,110 1,127 1,565 

収支差 △257 △128 △129 △26 △510 △115 △67 △127 △192 △196 

（順位） (7 位) ― ― (1 位) (8 位) (3 位) (2 位) (4 位) (5 位) (6 位) 

※ 数値は，表示単位未満を四捨五入しているため，合計等と一致しない場合があります。 
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0

京都市 ７都市

平均

札幌 仙台 東京 横浜 名古屋 神戸 福岡

（単位：円/km）

129円低い

第 位7

（出典：令和２年度公営交通事業決算調） 

本市の走行１キロ当たりの収支差は，２５７円の赤字であり，他都市平

均よりも１２９円低くなっています。 
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御利用状況の分析 

市バス事業│お客様数の推移 

 

 

 

 

 

 

市バス事業│令和２年１１月から令和３年１０月までのお客様数と運賃収入 

 
 お客様数（千人/日） 運賃収入（百万円：税抜） 

 R1 R2・R3 増減 R1 R2・R3 増減 増減率 

11 月 394 316 △78 1,791 1,448 △343 △19.2% 

12 月 343 259 △84 1,640 1,247 △393 △24.0% 

1 月 337 231 △106 1,608 1,100 △508 △31.6% 

※2 月 ※356 252 △104 ※1,534 1,088 △446 △29.1% 

※3 月 ※360 258 △102 ※1,747 1,269 △478 △27.4% 

4 月 413 257 △156 1,892 1,192 △700 △37.0% 

5 月 369 229 △140 1,715 1,070 △645 △37.6% 

6 月 364 254 △110 1,661 1,168 △493 △29.7% 

7 月 362 276 △86 1,725 1,319 △406 △23.5% 

8 月 351 251 △100 1,705 1,215 △490 △28.7% 

9 月 396 261 △135 1,807 1,202 △605 △33.5% 

10 月 365 278 △87 1,725 1,343 △382 △22.1% 

※合計 ― ― ― 12,230 8,509 △3,721 △30.4% 

※ 千人未満，百万円未満を四捨五入しているため，合計の数値が一致しない場合があります。 

※ ２月，３月は，コロナ前（２年前）との数値比較としています。 

※ 合計欄は，４月～１０月までの合計を示しています。 
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お客様数

R1

R2・R3

運賃収入

0

棒グラフ

（千人/日）

令和３年４月から１０月までの７箇月間の運賃収入は，対前年度比で 

▲３７億円（▲３０.４％），１日当たり１,７４０万円の減収となっていま

す。 
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地下鉄事業│お客様数の推移 

 

 

 

 

 

 

地下鉄事業│令和２年１１月から令和３年１０月までのお客様数及び運賃収入 

 

 お客様数（千人/日） 運賃収入（百万円：税抜） 

 R1 R2・R3 増減 R1 R2・R3 増減 増減率 

11 月 447 341 △106 2,368 1,765 △603 △25.5% 

12 月 395 292 △103 2,180 1,578 △602 △27.6% 

1 月 375 253 △122 2,053 1,345 △708 △34.5% 

※2 月 ※392 278 △114 ※1,955 1,335 △620 △31.7% 

※3 月 ※385 275 △110 ※2,190 1,545 △645 △29.5% 

4 月 421 278 △143 2,312 1,461 △851 △36.8% 

5 月 423 265 △158 2,274 1,350 △924 △40.6% 

6 月 418 291 △127 2,173 1,469 △704 △32.4% 

7 月 415 312 △103 2,267 1,653 △614 △27.1% 

8 月 393 268 △125 2,155 1,421 △734 △34.1% 

9 月 422 271 △151 2,200 1,390 △810 △36.8% 

10 月 417 310 △107 2,229 1,656 △573 △25.7% 

※合計 ― ― ― 15,610 10,400 △5,210 △33.4% 

※ 千人未満，百万円未満を四捨五入しているため，合計の数値が一致しない場合があります。 

※ ２月，３月は，コロナ前（２年前）との数値比較としています。 

※ 合計欄は，４月～１０月までの合計を示しています。 
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令和３年４月から１０月までの７箇月間の運賃収入は，対前年度比 

▲５２億円（▲３３.４％），１日当たり２,４４０万円の減収となっていま

す。 
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券種別の御利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１０月時点のお客様数（対令和元年度減少率） 

 

 

 

  

定期利用は新しい生活様式などの定着により低調のまま推移 

定期外利用は観光客の動向による影響大 

⚫  令和３年１０月時点の定期利用について，対令和元年度比で，市バス

では▲１７.１％，地下鉄では▲２１.７％の減少となっています。 

⚫  通勤定期券は，テレワークの浸透などにより，市バスでは 

▲８.６％，地下鉄では▲１２.３％の減少となっています。また，大学

生向けの通学(甲)定期券は，対面授業が再開されているものの，市バス

では▲５２％，地下鉄では▲４４.５％の減少となっています。 

⚫  同じく１０月時点の定期外利用について，対令和元年度比で，市バス

では▲３７.２％，地下鉄では▲３２.７％の減少となっています。 

⚫  とりわけ「バス一日券」等の企画乗車券の御利用状況と，京都の宿泊

客数の動向を見ると，宿泊客の増減に連動して御利用が増減しているこ

とから，インバウンドを含めた観光客の回帰は，定期外利用の回復にお

いて重要な要因であると考えています。 

市バス事業 地下鉄事業 
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市バス｜定期の御利用状況（対令和元年度減少率の前年同月比較） 

 
（単位：％） 

 
R1 

平均 

R2 

平均 

R3 

4 月 

R3 

5 月 

R3 

6 月 

R3 

7 月 

R3 

8 月 

R3 

9 月 

R3 

10 月 

定期全体 ―  △25.4   △28.3  △24.3  △25.7  △18.7   △17.5  △33.6   △17.1  

通勤 ―  △12.7  △24.1  △16.5  △16.4   △11.3  △12.4  △21.9  △8.6 

通学(甲) ―  △69.0  △44.3  △42.2  △44.9  △38.9  △41.5  △76.5  △52.0 

 

 

地下鉄｜定期の御利用状況（対令和元年度減少率の前年同月比較） 

 
（単位：％） 
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定期全体 ―  △26.4   △21.0  △18.8  △21.9   △14.4   △19.4  △30.9  △21.7 

通勤 ―  △11.2  △18.0   △13.8  △14.7   △10.2   △11.4  △19.9  △12.3 

通学(甲) ―  △63.2   △46.5  △25.8  △33.4  △23.6   △33.9  △62.2  △44.5 
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市バス｜定期外の御利用状況（対令和元年度減少率の前年同月比較） 
※ 国内・海外の延べ宿泊数…出典：京都市観光協会 

 
 

 
（単位：％） 

 
R1 

平均 

R2 

平均 

R3 

4 月 

R3 

5 月 

R3 

6 月 

R3 

7 月 

R3 

8 月 

R3 

9 月 

R3 

10 月 

定期外全体 ―  △47.2   △54.2   △60.5  △46.1  △36.4  △44.8  △47.5  △37.2 

現金等 ―  △46.4  △53.6  △59.6   △49.3   △41.0   △49.4   △48.7  △43.9 

IC カード ―  △36.7  △33.1  △43.0  △29.6  △17.3  △29.8  △30.9  △15.6 

バス一日券 ―  △66.9  △80.6  △83.6  △74.9  △58.5  △70.1  △67.9  △53.6 

延べ宿泊数 

（国内） 
―  △37.0   △39.2  △61.9  △44.1 6.0  △22.1  △23.9 25.5 

延べ宿泊数 

（海外） 
―  △99.1  △99.8 △99.8  △99.8  △99.6  △99.6   △99.6 △99.5 

 
※ 地下鉄・バス一日（二日）券の御利用状況は，「地下鉄│定期外の御利用状況」（Ｐ.４３）に掲載しています。 
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地下鉄｜定期外の御利用状況（対令和元年度減少率の前年同月比較） 
※ 国内・海外の延べ宿泊数…出典：京都市観光協会 

 

 

 
※ 「地下鉄一日券」について，９月の減少率が大きく改善しているのは，１０月実施

の価格改定(６００円→８００円)前に駆け込み需要があった影響と考えています。 

 
（単位：％） 
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定期外全体 ―  △42.9   △45.8  △56.6  △42.2  △36.0  △44.9  △44.2  △32.7 

普通券 ―  △46.5  △52.8  △61.7  △50.5  △46.5  △52.3  △51.9  △47.1 

IC カード ―  △40.0  △39.9  △51.0  △36.9  △29.7  △40.5  △40.8  △21.8 

地下鉄一日券 ―  △47.1  △55.9  △62.2  △45.1  △39.4  △44.1  △13.4  △81.5 

地下バス券 ―  △66.7  △80.6  △93.9  △81.9  △66.9  △75.4  △69.2  △77.5 

延べ宿泊数 

（国内） 
―  △37.0   △39.2  △61.9  △44.1 6.0  △22.1  △23.9 25.5 

延べ宿泊数 

（海外） 
―  △99.1  △99.8 △99.8  △99.8  △99.6  △99.6   △99.6 △99.5 
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附帯事業収入の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

広告料収入の推移（市バス事業と地下鉄事業の合計） 
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（億円：税込)

広告・駅ナカビジネス収入共に大幅減収 

⚫  令和２年度決算の広告事業については，イベント等の中止に伴い中吊

広告等の掲出が大幅に減少するとともに，景気動向の悪化から，車体外

側看板広告やラッピングバス等の掲出も減少し，広告料収入は市バス・

地下鉄合計で対前年度比▲１２.２％となりました。 

⚫  駅ナカビジネスについても，緊急事態宣言の発令やまん延防止措置の

発出によって，地下鉄の御利用者が激減したことや，各店舗が休業や営

業時間の短縮を実施されたことに伴い，売上が大幅に減少するととも

に，令和２年４月及び５月に２箇月間の固定賃料を減免したこと等によ

り，駅ナカビジネス収入は対前年度比▲１８.８％となりました。 

⚫  令和３年度においては，９月までの累計で広告料収入は対前年度比 

▲３.１％と依然として厳しい状況が継続しています。 

⚫  また，駅ナカビジネス収入では対前年度比＋１２.３％と回復が見ら

れるものの，これは令和２年度に実施した賃料の減免措置による反動増

に伴うものであり，実質的には令和２年度と同水準で推移しており，広

告事業同様，厳しい状況が継続しています。 

 両事業合計で 
（対元年度比） ▲12% 
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駅ナカビジネス収入の推移 
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 両事業合計で 
（対元年度比） ▲19% 

  令和３年度における附帯事業の取組 

（広告） 

令和３年度においても，広告料収入は令和元年度と比較して大幅に減少し

ている状況にありますが，広告代理店やクライアントを支援することを目的

に，掲出期間の延長や広告料の割引，駅構内電照看板の契約数に比例して割

引額が大きくなるキャンペーンを実施することにより，増収を図っていると

ころです。さらに，令和３年６月には地下鉄東西線京都市役所前駅に，１２

月には地下鉄東西線二条駅にデジタルサイネージを新設するなど，新規媒体

の開発にも取り組んでいます。 

 

（駅ナカビジネス） 

令和３年度の駅ナカビジネス収入は，緊急事態宣言の発令やまん延防止措

置の発出によりお客様の回復が遅れていることや，店舗の退店等によって，

厳しい状況が継続しています。 

このような状況の下，収入回復策として，既存店舗の販売促進だけではな

く，コロナの影響により変化したお客様ニーズを踏まえた店舗への入替や，

駅スペースの再点検を行い，イベントスペースとしての利用や，狭隘なスペ

ースを有効活用するための自動販売機を設置するなど，増収に向けた様々な

取組を進めています。 
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その他資料 

地方公営企業の役割 

地方公共団体は，一般的な行政活動のほか，水の供給や公共輸送の確保など地域住

民の生活や地域の発展に不可欠なサービスを提供する様々な事業活動を行っていま

す。こうした事業を行うために地方公共団体が経営する企業活動は総称して「地方公

営企業」と呼ばれており，その代表的なものとして，上下水道事業，交通事業などが

挙げられます。 

地方公営企業法の定めにより，地方公営企業は，経済性の発揮と公共の福祉の増進

を経営の基本原則とし，その経営に要する費用は，一般行政事務に要する経費が租税

（＝法令に基づき徴収される）によって賄われるのに対して，経営に伴う収入（＝料

金）をもって充てる独立採算制が原則とされており，本市の市バス・地下鉄事業も，

この枠組みの中で成り立っています。 

また，本市の市バス・地下鉄事業は，道路運送法や鉄道事業法に基づいて運営して

おり，収入の根幹をなす運賃については，事業の運営に必要となる経費を基に算出

し，国土交通大臣の認可を受けて設定しています。 

 

本市における公営交通事業の成り立ち 

本市の公営交通事業は，明治４５年に市営電車の営業を開始（壬生車庫前～千本丸

太町～烏丸丸太町～烏丸塩小路間及び四条西洞院～四条小橋間）したことに始まりま

した。また，市バス事業は，市内の輸送需要の高まりを受け，昭和３年に開業（出町

柳～植物園間）しました。 

その後，都市の発展に伴って事業規模を拡大し，昭和３９年から４０年にかけての

最盛時には，市電と市バスが１日９０万人を超える人々をお運びしていました。しか

し，都市部の路面交通をとりまく環境は昭和３０年代の後半からの急速な経済成長に

伴う自動車の急増等により急激に変化し，昭和５３年９月に市営電車を廃止のうえ，

昭和５６年５月に地下鉄事業（北大路～京都間）を開業しました。 

 

「京都市交通事業の設置等に関する条例」の制定 

本市では，昭和４１年に「京都市交通事業の設置等に関する条例」を制定し，交通

事業の設置及び経営の基本に関する事項を定めるに至り，これが現在へと受け継がれ

る市バス・地下鉄事業の礎となっています。この条例においても，「常に企業の経済性

を発揮するとともに，公共の福祉を増進するように運営する」ことを経営の基本とし

て明らかにしています。 

●地方公営企業法（抄） 

（経営の基本原則） 

第３条 地方公営企業は，常に企業の経済性を発揮するとともに，その本来の目的である公共

の福祉を増進するように運営されなければならない。 

（経費の負担の原則） 

第１７条の２ （略） 

２ 地方公営企業の特別会計においては，その経費は（中略）当該地方公営企業の経営に伴う

収入をもつて充てなければならない。 

●京都市交通事業の設置等に関する条例（抄） 

第２条 交通事業は，常に企業の経済性を発揮するとともに，公共の福祉を増進するように運

営するものとする。 
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市バス事業の概要 

事業の沿革（主なもの） 

時 期 概 要 

昭和 ３年 ５月 開業（出町柳～植物園） 

昭和２７年１０月 地方公営企業法の制定に伴い地方公営企業となる 

昭和５２年度 系統数のピーク（１３１系統） 

昭和５４年度 在籍車両数のピーク（１,１０１両） 

昭和５５年度 お客様数のピーク（１日当たり５９万８千人） 

平成 ９年 ６月 烏丸線延伸（国際会館～北山）に伴い，岩倉・大原地域の

バス運行を京都バスに一元化 

平成 ９年１０月 東西線開業（醍醐～二条）に伴い，山科・醍醐地域のバス

運行を京阪バスに一元化 

平成１２年 ３月 公営初となる「管理の受委託」実施（横大路営業所） 

平成２１年 ９月 「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（平成２１年

４月施行）に定める経営健全化団体となる 

平成２２年 ３月 平成２７年度までを計画期間とする「京都市自動車運送事

業経営健全化計画」を議会の議決を得て策定 

平成２５年 ９月 平成２４年度決算をもって経営健全化団体から脱却（計画

より３年前倒し） 

 

事業規模（令和３年４月１日時点） 
 

営業路線キロ数 318.53km 

系統数 81 系統 

バス専用レーン 86.6km 

停留所数 714 停留所 

停留所標識数 1,629 箇所 

停留所間平均距離 410m 

走行キロ数／日 86.7 千 km（地球２周に相当） 

 

営業所及び出張所 系統数 車両数 

西賀茂営業所 直営のみ 10 系統 108 両  

烏丸営業所 直営のみ 7 系統 88 両  

錦林出張所 委託のみ 4 系統 44 両  

九条営業所 直営のみ 12 系統 182 両  

梅津営業所 直営 10 系統 122 両  

〃 委託 6 系統 54 両  

洛西営業所 委託のみ 15 系統 106 両  

横大路営業所 委託のみ 17 系統 112 両  

合 計 81 系統 816 両 (うち 316 両(39％)を民間委託) 
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地下鉄事業の概要 

事業の沿革（主なもの） 

時 期 概 要 

昭和４７年１０月 烏丸線（北山～竹田）の地方鉄道事業免許取得 

昭和４９年 ３月 烏丸線（北山～竹田）都市計画決定 

昭和５６年 ５月 烏丸線開業（北大路～京都） 

昭和６３年 ６月 烏丸線延伸（京都～竹田） 

昭和６３年 ７月 東西線（醍醐～二条）の鉄道事業免許取得 

昭和６３年 ８月 近鉄京都線と相互直通運転を開始（北大路～新田辺） 

平成 元年 ６月 東西線（醍醐～二条）都市計画決定 

平成 ２年１０月 烏丸線延伸（北山～北大路） 

平成 ４年 ４月 烏丸線（国際会館～北山）の鉄道事業免許取得 

平成 ４年１２月 烏丸線（国際会館～北山）都市計画決定 

平成 ９年 ６月 烏丸線延伸（国際会館～北山） 

平成 ９年１０月 東西線（醍醐～二条）開業，京阪京津線片乗入開始 

平成１０年 ５月 東西線（六地蔵～醍醐）の鉄道事業免許取得 

平成１１年 ３月 東西線（六地蔵～醍醐）都市計画決定 

平成１３年 ５月 東西線（二条～太秦天神川）の鉄道事業許可取得 

平成１４年 ５月 東西線（二条～太秦天神川）都市計画決定 

平成１６年１１月 東西線（六地蔵～醍醐）延伸 

平成１９年 ４月 駅職員業務の民間委託の開始（一部の駅） 

平成２０年 １月 東西線（二条～太秦天神川）延伸 

平成２１年 ９月 
「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（平成２１年４

月施行）に定める経営健全化団体となる 

平成２２年 ３月 
平成３０年度までを計画期間とする「京都市高速鉄道運送事

業経営健全化計画」を議会の議決を得て策定 

平成３０年 ９月 
平成２９年度決算をもって経営健全化団体から脱却（計画よ

り１年前倒し） 

令和 ３年 ９月 
再び，「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（平成２１

年４月施行）に定める経営健全化団体となる 

 

 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BA%AC%E9%98%AA%E9%9B%BB%E6%B0%97%E9%89%84%E9%81%93
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事業規模（令和２年４月１日時点） 
 

 

 

 

  

 烏丸線 東西線 

営業路線キロ 13.7km 17.5km 

駅数 15 駅 17 駅 

駅名 

国際会館，松ヶ崎，北山， 

北大路，鞍馬口，今出川， 

丸太町，烏丸御池，四条， 

五条，京都，九条，十条， 

くいな橋，竹田 

六地蔵，石田，醍醐，小野， 

椥辻󠄀，東野，山科，御陵，蹴上， 

東山，三条京阪，京都市役所

前，烏丸御池，二条城前，二条，  

西大路御池，太秦天神川 

駅間平均距離 0.98km 1.09km 

運転回数 

※平日の場合 
国際会館～竹田 167 往復 

六地蔵～御陵 136 往復 

御陵～京都市役所前 200 往復 

京都市役所前～太秦天神川 189 往復  

路線構造 
地下構造 

（ただし，竹田付近において一部地上） 
地下構造 

軌間 1,435mm 1,435mm 

集電方式 
架空線方式 

直流 1,500 ボルト 

架空線方式 

直流 1,500 ボルト 

建設費 3,053 億円 5,461 億円 
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開業以来の１日当たりお客様数の推移 

 
時 期 主な出来事 

M45.6.11 市電開業 

S3.5.10 市バス開業 

S39～S40 市電・市バスのお客様数のピーク（９０万人到達） 

S53.9.30 市電廃止 

S55 市バスのお客様数ピーク ５９万８千人 

S56.5.29 地下鉄烏丸線開業 

H9.10.12 地下鉄東西線開業 

R2 市バス・地下鉄合計５１万５千人 
 

京都市域内の交通機関における市バス・地下鉄の輸送人員 

 市バスは市内バス輸送の８５％，地下鉄は市内鉄道輸送の５３％を担ってお

り，本市の主要交通インフラとして，多くの市民の皆様や京都を訪れる方に御利

用いただき，都市活動にとって必要不可欠な役割を果たしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
市内バス輸送 市内鉄道輸送 

市バス 民営バス 合計 地下鉄 JR・民鉄 合計 

輸送人員 
（千人/日） 

248 45 293 267 236 503 

構成比率 
（％） 

84.6％ 15.4％ 100％ 53.1％ 46.9％ 100％ 
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